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１．社会的事業が求められる背景と意義

　○地域の課題が多様化する中で、人口減少や財政制約、市場規模の制限に伴い、収益を第一とするビジネス手法でも、公的主体でも、それらの全ての課題に対応することは難しくなっている。
　○かかる状況において、民間発意で民間の活力・ノウハウ・スキル・資金を活用し、地域の課題を解決する社会的事業の動きが活発化してきていることは日本の力強さを感じさせるもの。
　○こうした取り組み・主体こそ、地方創生の中核的役割を担う存在であり、地域の活性化を通じた日本の活性化を加速するものと言える。成熟した日本社会だからこそ大いなる発展が期待できる社会的事業について、より一層その取組を促す環境を整備していくことが必要。

２．第一次提言と最近の社会的事業の多様な展開への対応
　○第一次提言に対しては、それぞれ以下のように対応。
　　①民主導によるソーシャルベンチャーの柔軟な認定手法の試行的実施
　　　→　平成３０年度社会性認定実証に関する調査事業予算を確保　
　　②自治体によるソーシャルベンチャーの積極的・効果的活用の促進
　　　→　自治体による地域商社・ＤＭＯへの支援やＳＩＢを活用した事業への支援
　　③エリアマネジメントの普及に向けた方策の検討と実現
　　　→　日本版ＢＩＤ制度を盛り込んだ地域再生法の改正

　　④兼業促進を促すようなガイドラインの整備
　　　→　「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の制定等

　　⑤特区制度の効果的活用、レギュラトリー・サンドボックス等の整備
　　　→　特区法の改正等の法的環境整備の実施
３．成功事例の共通項

　○本委員会でのヒアリングを通じて確認した社会的事業の成功に必要な要素。
　　①課題・ニーズを捉えてビジネスモデルを設計し責任を持って取り組む中核人材

　　②周囲のサポート

　　③取組みの社会性についての認知度の向上

　　④地域の強みや特徴を生かした継続的な取組み
４．社会的事業の更なる発展に向けた課題と対応・環境整備

（１）中核人材・担い手の発掘・育成と周囲のサポート環境整備
　　①「地方創生カレッジ」等の仕組みによるソーシャルビジネスの起業・マネジメント人材の育成支援。
②社会的起業家の育成に取り組むＮＰＯ法人や社会的事業を支援する民間ネットワークへの支援や自治体との連携による人材発掘・育成への取組みと地方創生推進交付金等の活用。
　　③副業・兼業の推進を通じた多様な人材の参画促進。
　（２）社会性に関する認知度向上につながる仕組みの整備

　　①事業の社会性を民間や地方自治体が第三者委員会などの仕組みを活用して公正・公平・客観的に評価・認証する仕組みの検討・実証。
　　②機動的な事業運営と事業の社会性認知の両立の観点から見た、ソーシャルビジネスの組織形態・現行法人制度についての課題の調査・検討。
　　
　（３）事業特性を踏まえた資金調達等への支援と中小企業施策との連携
　　①収益化・投資回収に時間を要するソーシャルビジネスの特徴を踏まえた地方創生推進交付金等の資金面での支援策の検討（申請手続きの簡素化等）。
　　②官民ファンド等の有効活用。
　　③中小企業施策との連携によるソーシャルビジネスの事業主体への支援。
　（４）ＳＩＢの普及促進と公的データの利活用環境整備

　　①ＳＩＢの活用による行政サービスの市場化に向けた地方創生推進交付金等による支援と中核的組織や評価主体の育成を含めた事例・ノウハウの蓄積。
②社会的課題の補足とＳＩＢの普及促進に向けた公的データの有効活用の促進。
　（５）行政の役割・支援と地域金融機関への期待

　　①政府における支援体制の整備。
　　②自治体による社会性認証制度への取組みと社会的事業への支援の強化。
　　　－スタートアップ段階における補助
　　　－委託事業や指定管理者制度等による行政事務の市場開放
－支援ネットワークの構築や協議会等の設立・運営
－広報での協力　等
　　③リレーションシップバンキングを通じた社会的事業の発展に対する地域金融機関への期待。

（参考）今回聴取した多様な領域における特徴的な取組み事例

【ＮＰＯ法人　おっちらぼ（代表理事　矢田明子）】
島根県雲南市において、地域における子供・若者・大人のチャレンジの連鎖を目指すプラットフォームとなる中間支援組織を運営し、約百名の卒業生と多数の事業を産み出す。自身も、介護の知識を活用し、「地域に根ざす健康づくり」を目標に、従来の病院ではリーチできていない、ガソリンスタンド、訪問販売など、様々な地域の「場」を通じた住民の健康への働きかけ、予防医療を通じた健康増進を進める事業を実施。

【（株）シーセブンハヤブサ（代表取締役社長　古田琢也）】
鳥取県八頭町の田舎でも、子供たちが「働きたい」と思える企業を増やしたい、という思いから、「未来のモデルになる田舎」を目指す。人口減少・高齢化社会、それに伴う中山間地における様々な課題に対し、行政からの補助金頼みでなく地域で稼ぐために完全民間会社を設立し、農林業のＩＴ化、生産品のブランド化等を通じた地域の価値を最大化しつつ、その地域の実情に合った「地域の最適解」の模索に取り組む。
【ＷＡＫＵＷＡＫＵやまのうち（代表取締役社長　岡嘉紀）】

長野県山ノ内町において、周辺市町村も交えた広域ルートでのマーケティングと観光地経営の仕組み化に民間の立場から取り組む。地域事業と不動産の管理部門を分離することで、金融機関からの資金調達等を円滑化し、民間資金によるまちづくりを進める。加えて、地域の魅力を発信する事業とともに、将来の地域を背負う担い手を育てるための地域起業についても、内部事業の一環として実施。

【（株）ファーマーズフォレスト（代表取締役社長）　松本謙】
「継がない」より「継がせたくない」という風潮から、現実的に担い手不足となっている地域を変えていくため、産業振興と出口戦略の両輪が回り、自走する経済好循環を目指す。栃木県宇都宮市において、「稼ぐ地域」の原動力となる司令塔となる地域商社事業の創業を通じて、これまでの地方から大都市圏への商流だけではなく、地域産品の「ストーリー化」により産地間流通のネットワークや中規模流通の確立を通じた産地育成と所得向上に取り組む。
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